
奈良県県土マネジメント部プロポーザル方式（公募型）実施要領

（趣旨）

第１条 この要領は、土木・建築その他の業務に係る調査、設計等の業務の発注に当たっ

て、その業務が企画、計画、解析、デザイン等の非定型的なもの又は創造力を要するも

のである場合については、委託業務発注の品質を高めるため、価格による競争ではなく、

広く参加を募りプロポーザル（技術提案書）の提出を求め、その中から最適な提案者を

選定及び特定することとし、そのプロポーザル方式（公募型）の実施に係る体制及び事

務処理の内容について定めるものとする。

（対象業務）

第２条 委託業務のうち、次の各号のいずれかに該当する業務で、奈良県県土マネジメン

ト部建設工事入札参加資格等審査会（以下「審査会」という。）の承認を得たものは、

プロポーザル方式（公募型）の対象業務（以下「対象業務」という。）とすることがで

きる。ただし、特許権、著作権、その他非公開情報等を必要とする業務は除く。

(1) 積算基準及び標準歩掛がない非定型な業務（過去の実施例、参考見積りの徴収等

に基づき、概ね仕様（業務実施手順、予定価格等）の確定が可能な業務を除く。）

(2) 都市計画調査、環境影響調査その他複数の分野にまたがる調査等広範かつ高度な

知識と豊かな経験を必要とする業務

(3) 広範囲な地域を対象とする解析調査、観測又は診断を要する業務

(4) マスタープランの作成等基本設計に係る業務

(5) 創造性、芸術性等を求められる設計業務

(6) その他、プロポーザル方式に基づき執行することが、適当であると審査会が認め

る業務

（技術審査委員会の設置）

第３条 プロポーザル方式（公募型）による契約手続のうち、技術的な審査を行うため、

奈良県県土マネジメント部技術審査委員会（以下「委員会」という。）を設置する。

２ 委員会は、県土マネジメント部業務担当課（室）長（以下「担当課長」という。）の

要請を受け、委員長が必要に応じて開催する。

なお、知事部局内の他部局長より要請があった場合は、同様に開催することができる

ものとする。

３ 委員会は、委員長、副委員長及び委員をもって構成する。

４ 委員長、副委員長及び委員は、別途定める。

５ 業務内容により委員長が必要と認める場合においては、臨時委員を任命することがで

きるものとする。

６ 委員長に事故あるとき又は委員長が欠けたときは、副委員長がその職務を代理する。

７ 委員会の運営に係る庶務を処理する事務局は、別途定める。



（審査会の所掌事務）

第４条 審査会は、本方式の円滑な推進を期するため、次の業務を所掌する。

(1) プロポーザル方式（公募型）により委託する対象業務の審査及び承認

(2) 公募に対し参加表明書を提出した参加条件を満たす者（以下「参加表明者」とい

う。）が技術提案書を提出する場合における審査及び承認

(3) 参加表明者のうちから技術提案書を提出する者（以下「提出者」という。）（５者

以上）を選定する場合は、委員会の審査結果に基づく選定基準により選定される提出

者の審査及び承認

(4) 委員会の審査結果の審議及び対象業務受託者の特定

（委員会の役割）

第５条 委員会の役割は、次に掲げる事項とする。

(1) 「公告文」、「業務説明書」及び「技術提案書の提出依頼について」に係る項目、

内容等の審査及び決定

(2) 参加表明者のうちから提出者（５者以上）を選定する場合は、その選定基準の審

査及び決定

(3) 技術提案書に係る評価基準の審査及び決定

(4) 提出者の選定

(5) 提出のあった技術提案書の評価

（対象業務の選定）

第６条 担当課長は、第２条各号のいずれかに該当する業務のうち、求める成果、委託金

額等を考慮の上、対象業務とすることが適切と考えられる業務を、指定された期日まで

に「プロポーザル方式（公募型）発注計画書」により、審査会に提出する。

２ 審査会は、内容を審査の上、対象業務の承認を行うとともに、その結果を担当課長及

び委員会に通知する。

３ 年度途中で対象業務の変更や追加が生じた場合は、前２項の規定を準用する。

（提出依頼内容の委員会審査等）

第７条 担当課長は、次に掲げる書類を委員会開催の 10 日（奈良県の休日を定める条例
（平成元年３月奈良県条例第 32 号）第１条に規定する県の休日（以下「県の休日」と
いう。）を除く。）前までに委員会事務局に２部提出するとともに、５日（県の休日を

除く。）前までに委員会構成者に配付する。

(1) 「公告文」、「業務説明書」及び「技術提案書の提出依頼について」

(2) 参加表明者のうちから提出者（５者以上）を選定する場合は、その選定基準

(3) 「技術提案書評価表」及び「評価基準」（評価の着目点、配点等を記載）

(4) その他審査に必要な資料

２ 事務局は、前項の書類を受け付けた場合は、速やかに書類の内容を点検し、点検結果

を担当課長に報告する。

３ 委員会は、担当課長から提出のあった第１項各号の書類の審査及び決定を行うととも

に、その内容を担当課長に通知する。



４ 担当課長は、提出者について審査会の審議に付さなければならない。

５ 審査会は、提出者を審査及び承認するとともに、その結果を担当課長に通知する。

（参加表明書の受理）

第８条 参加表明書の提出があった場合は、担当課長は、内容を「公告文」等に基づき精

査の上速やかに受理し、その精査結果を委員長に報告し指示を受ける。

２ 提出期限までの受理数が３者に達しない場合は、募集内容を見直し手続きをやり直す

か、発注方法を見直すものとする。ただし、受理数が２者の場合であって、正当な理由

により、委員長がやむを得ないと判断したときは、この限りでないが、その場合は審査

会に承認を求める。

（技術提案書の提出依頼）

第９条 担当課長は、参加表明者のうち提出者として選定しなかった者及び参加要件を満

たさない者に対して、その旨と理由（以下「非選定理由」という。）を「非選定通知書」

により通知するものとする。

２ 担当課長は、審査会で承認した提出者に対し、委員会で決定した内容に基づき、「技

術提案書の提出依頼について」に次に掲げる資料を添付の上、技術提案書の提出を依頼

する。

(1) 技術提案書の様式
(2) 貸与資料等の必要な資料

（技術提案書の受理）

第 10 条 提出者から、技術提案書の提出があった場合は、担当課長は、内容を「技術提

書の提出依頼について」等に基づき精査の上速やかに受理し、その精査結果を委員長に

報告し指示を受ける。

２ 提出期限までの受理数が３者に達しない場合は、募集内容を見直し手続きをやり直

すか、発注方法を見直すものとする。ただし、受理数が２者の場合であって、正当な理

由により、委員長がやむを得ないと判断したときは、この限りでないが、その場合は、

審査会に承認を求める。

３ 委員会は、業務内容及び技術提案として求める内容から、技術提案書の詳細について

提出者からヒアリングが必要と判断した場合は、ヒアリングを実施する。

４ 前項の規定によるヒアリングの実施が決定した場合は、担当課長が提出者にヒアリン

グの開催通知を行う。

５ 技術提案書の提出期限後における内容の変更は認めないものとする。

（技術提案書の評価）

第 11 条 担当課長は、受理した技術提案書を、委員会開催の５日(県の休日を除く。）前

までに委員会事務局に２部提出するとともに、委員会構成者に配付する。

２ 委員会構成者は、先に決定した技術提案書の評価基準に基づき評価を行い、その結果

を担当課長に報告する。

３ 担当課長は、前項の規定により報告された評価を「技術提案書評価表」に整理し、委



員会の審査を受けるものとする。

４ 委員会は、前項の規定により行った審査の結果を担当課長に通知する。

（受託業者の特定）

第 12 条 担当課長は、委員会の審査結果に基づく「技術提案書評価表」を審査会に提出

する。

２ 審査会は、委員会の審査結果について審査し、その結果を担当課長に通知する。

（提案者への通知）

第 13 条 担当課長は、特定した者に対して「特定通知書」により通知するとともに、特

定しなかった者に対して「非特定通知書」により通知する。

２ 提出された技術提案書は、提案者に無断で使用しないものとする。

３ 特定しなかった技術提案書は、提出者に返却するものとする。

（非選定理由及び非特定理由の説明申請）

第 14 条 「非選定通知書」による通知を受けた者及び「非特定通知書」による通知を受

けた者は、その理由の説明を求めることができるものとする。

２ 前項の説明を希望する者は、「非選定通知書」又は「非特定通知書」の通知日の翌日

から起算して５日（県の休日を除く。）以内に、担当課長に書面により提出しなければ

ならない。

３ 担当課長は、前項の規定により提出があったときは、委員長に報告するとともに、「非

選定理由説明書」又は「非特定理由説明書」により、説明を求めることができる最終日

の翌日から起算して 10日（県の休日を除く。）以内に提出者に回答しなければならない。

（契約）

第 15 条 担当課長は、特記仕様書の作成及び予定価格の設定（設計書作成）に当たって

は、特定された技術提案書を尊重するものとする。

２ 担当課長は、前項の規定により特記仕様書の作成及び予定価格の設定後、地方自治法

施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の２第１項第２号の規定により随意契約を行
う。

（２者の特定を必要する場合の取扱い）

第 16 条 不動産鑑定を取得する業務等において、対象業務受託者として２者の特定を必

要とする場合における第４条、第５条、第７条、第８条及び第１０条の規定の適用につ

いては、第４条第３号、第５条第２号及び第７条第１項第２号中「５者」とあるのは「８

者」と、第８条第２項及び第１０条第２項中「３者」とあるのは「６者」と、「２者」

とあるのは「３者以上６者未満」とする。

２ 前項の場合において、参加表明者又は技術提案書の提出者が２者に達しないときは、

公募の手続きを中止する。



（その他）

第 17 条 この要領に定めるもののほか、プロポーザル方式（公募型）の実施に関し必要

な事項は、別途定めるものとする。

附 則

この要領は、平成 21年５月１日から施行する。
附 則

この要領は、平成 24年８月 18日から施行する。
附 則

この要領は、平成 25年 4月 1日から施行する。
附 則

この要領は、平成 26年 4月 1日から施行する。
附 則

この要領は、平成 28年 4月 1日から施行する。
附 則

この要領は、令和３年２月１８日から施行する。


